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論文審査の要旨（2000 字程度） 

 本研究は、「エネルギー転換に向けた市民意識の変容に関する研究−地域運営に資する再生可

能エネルギー発電に着目して−」と題し、全７章から構成されている。 
 第１章「研究の概要」では、本研究の背景、目的、方法、用語の定義、先行研究、構成を示

している。エネルギー転換は、単なる制度や技術の革新ではなく、システム全体にわたる価値

観を含む根本的な社会変革が必要であることを背景に、本研究では、日本における再生可能エ

ネルギー(以下、再エネ)発電による市民意識の変容を把握し、変容を及ぼすプロセスを明らか

にすることを目的としている。 
 第２章「エネルギー転換における市民の役割」では、学術的な議論からエネルギー転換にお

いて市民に求められる役割を整理するとともに、先進的な取り組みを行うドイツとの比較から

日本のエネルギー政策における市民の位置付けを把握し、小規模自律分散型再生可能エネルギ

ー発電の推進によって、地域がエネルギーをガバナンスする主体として重視されていることを

示している。さらに、日本のエネルギー政策では市民や地域主導の再エネ発電が重視され始め

ているものの、市民や地域の参入のためには経済的、社会的課題があることを示している。 
 第３章「再エネ規制条例制定自治体における市民の意識」では、2021 年 10 月時点で再エネ

規制条例を制定する 152 自治体を対象とし 102 自治体から回答を得たアンケート調査から、再

エネ発電所の設置に対する市民の意識、地域を管理・運営する立場である自治体の認識を分析

している。2012 年の固定価格買取制度制定以降に同様の条例を制定する自治体が増加してお

り、その背景として他律型再エネ発電所の設置により各地で住民とのトラブルや環境への悪影

響が発生していることを示している。自治体が把握する市民意識のほぼ全てが他律型再エネ発

電所への否定的な意見であり、中でも景観への懸念が最も多く挙げられ、市民はエネルギー転

換のための再エネの設置以上に景観などの地域の価値を守ることを主張していることを明らか

にしている。 
 第４章「市民発電の実態と市民意識への影響」では、市民発電を地域や地球環境への貢献を

目指し市民の関与を通じて行う発電事業と定義し、文献調査から 152団体を抽出している。う

ち送付先が確認できた 138 団体を対象とし 67 団体から回答を得たアンケート調査から、市民

発電団体の実態と市民意識の変容を把握し、発電事業への関与方法と市民意識の変容との関係

を検討している。市民発電団体は 1990 年代後半から設立され始め 2013 年に最も多く設立さ



れており、その 6 割が太陽光発電事業、2 割が小水力発電事業を行っていることを明らかにし

ている。また、市民発電は発電事業に関与する市民意識の変容を及ぼす可能性を有するが、全

ての市民発電で起こるとは限らず、市民出資や配当という経済的な関与以上に、設置・運営に

関する意思決定への参加によって発電事業と地域との関係を構築することが意識変容に影響す

ることを明らかにしている。 
 第５章「市民発電の事例に見る市民意識の変容」では、４章の調査で市民意識の変容がある

と回答した団体のうち調査協力を得た 13 団体の運営者へのヒアリング調査を行なっている。

活動内容、運営者の意識、運営者から見る市民の意識を把握し、市民発電と地域との関係に着

目して市民意識の変容の要因を検討し、市民が、電気という商品として取り出される前の地域

の共有の資源としてのエネルギーの存在を認識することの重要性を示している。さらに、エネ

ルギーを共有する地域への参加は、共同で地域を自治し持続可能な地域を将来世代に継承する

責任を生むことを複数の事例から確認できたとしている。 
 第６章「総合考察」では、再エネの導入量増加のみを目的とした他律型の再エネ発電所は地

域住民に受容されないため、長期的なエネルギー転換の推進力とはならず、一方で発電事業へ

の関与を通して地域の共有の資源であるエネルギーの本質を理解することで市民の意識変容が

促され、エネルギー転換が推進されることを指摘している。 
 第７章「結論」では、以上の分析と考察をまとめ、総論を述べている。 
 以上、本研究は、日本における再エネ発電が市民意識に与える影響を明らかにし、再生可能

エネルギーと地域の関係から価値観の変容を伴うエネルギー転換の可能性について論じたもの

であり、都市・環境学、社会工学において貢献するところが大きい。よって、本論文は、博士

（工学）の学位論文として十分な価値を有するものと認められる。 
 
 
 

注意：「論文審査の要旨及び審査員」は、東工大リサーチリポジトリ（T2R2）にてインターネット公表されますので、公表可能な範囲の内容

で作成してください。 

  


